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国土強靱化地域計画に関する現状と課題

●国土強靱化基本法において、地方公共団体は、他の計画の指針となるべきものとして国土強靱化地域計画
を定めることができるとされている（第13条）。

●国土強靱化推進室では、地域における強靱化の推進を図るため、地域計画の「策定促進」の観点で、ガイドラ
インの提示、支援ツールの作成・配布等の支援を実施。その結果、ほぼすべての団体で策定が完了。

●一方で、多くの団体がガイドライン等に沿って策定作業を進めており、リスクシナリオの設定や現状分析が一般
論にとどまっているものが多い。地域の更なる強靱化のためには、地域の特性等を踏まえた具体的な検討に
よって地域計画の内容充実を図っていくことが重要。
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地方公共団体独自の施策・事業事例の収集・展開について

 地方公共団体には「取組自慢」の考え方で作成を依頼 【参考】都道府県事例集（令和５年）

30都道府県の92事例を掲載

・独自予算による取組 46事例
（うち地域計画記載30事例）

・交付金等を活用した取組 46事例
（うち地域計画記載41事例）
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●各地方公共団体が独自に進めている施策・事業は、全国的に進められている施策では対応しきれないが、
当該地域の特性を踏まえると必要性が高いと判断されて進められているもの。

●ここに、地域計画の内容充実を図るためのヒントがあると考え、地方公共団体が独自に進めている施策・事
業の実施事例を収集し、事例集として発信。

●他団体の事例を参考に、地域の特性を踏まえた、より具体的な検討を促すとともに、各団体が事例を競い
合い、切磋琢磨することで、地域の強靱化を加速させ、国土強靱化の底上げを図る。

●令和５年度には、試行的に都道府県版を作成。令和６年度は対象を拡大し、都道府県版だけでなく市区町
村版も作成する。

事例集とりまとめに当たっての留意点

 作成に当たっては、地域計画との関係を意識

→想定するリスクシナリオ及び強靱化の推進方針を記入

 地域特性と施策・事業のつながりを重視

→施策・事業の概要に、事業創設の背景（きっかけ）を記入

→地方公共団体が作成したシートをそのまま収録


